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会員の声

　「入院施設の歴史
－救貧・救護施設から病院へ、明治期の　　　　

　 　　小規模入院施設（後の有床診療所）を紹介－」㊦

 都窪医師会　木村　　丹（日本医史学会会員）

７ ．オテル・デュー（キリスト教精神に則り、フランス文化圏で拡がった救貧・救護施設、後に
病院に発展した）

　オテル・デュー（Hostel Dieu、神の宿舎）は、
651年にフランス　シテ島に設立され、病人や貧
困者、孤児の救済するための慈善施設を起源とし
ている。国王、貴族など裕福な人によって設立さ
れ、カトリック教会によって管理された。中世か
ら近世にかけて、フランスのみならず、フランス
文化の及ぶスペイン、カナダ、スイスなど各地に
広がった。中世初期には、床屋外科医が外傷手当
や瀉血などを行い、聖職者が看護・介護を実施し
た。13世紀以降、正規の教育を受けた内科医師が
嘱託医として医療行為を行った。当時の医学は紀
元前400年前後のヒポクラテスと紀元100年代のガ
レノスの学説が主流をなし、1500年間前後堅固に続いていたが、ルネサンス期の外科医パレ（仏）、
解剖学者ヴェサリウス（ベルギー）、血液循環説を唱えたハーヴェイ（英）らによってようやく
脱却し、医学が一段と発達した。17世紀以降、多くのオテル・デューで医師が常駐するようにな
り、徐々に宗教的な意義が薄れ、医療の発達も相俟って、18世紀には市民病院としての役割を持
つようになり、近代病院の原型といえる。写真10は、パリの南西270kmボーヌに建てられたオテ
ル・デュー。100年戦争（1339-1453）がようやく終わり、その頃ペストが流行し、人々が疲弊し
ている中で設立された。ステンドグラスを備えた教会、美しい中庭、豪奢な屋根など建築物とし
てhigh levelなオテル・デューといえる。1970年、病院機能を修了した後は医療史博物館と高齢者
施設として使用されている。

８ ．長崎（小島）養生所（オランダ軍医　ポンペの進言により、1861年徳川幕府（長崎奉行管割）
が長崎小島に確立した医療施設）

　小石川養生所の創設から130年余り後に、長崎で養生所が設立された。ポンぺ（Pompe van 
Meerdervoort、1829－1908）は、1849年ユトレヒト陸軍軍医学校を卒業、’57年にオランダ軍の
長崎海軍伝習所付き軍医として着任、同時に長崎奉行所内で日本人医師に医学教育を実施。ポン
ぺは‘58年のコレラ流行の反省から病院設立の必要性を長崎奉行所に説き、’61年９月「養生所（い
わゆる長崎（小島）養生所）」（図４）が開設された。外科、内科、眼科などの患者を診療し、入
院室は１部屋15人を８部屋と隔離室、手術室、薬品室、書籍室を備え、収容人員124人とした。身分、
貧富にかかわらない患者の診療と同時に「医学所」を併設し、医学教育を実施した。ポンペの講

写真10　1443年設立のボーヌのオテル･デュー
（Wikipediaから引用）

（66） 2024年（令和６年）４月25日発行 岡山県医師会報　第 1620 号

北児島地区の地域包括ケアシステムの現状

 北児島医師会地域包括ケア担当理事　宮森　政志

　COVID-19（新型コロナ）という感染症が認知される前までは、北児島医師会下の北児島
地域包括ケアネットでは、真備町の災害を目の当たりにして、北児島地区でも互助で何がで
きるかを考えました。“北児島互助ネット”と称する助け合いのネットワークの構築を行い、
ほぼ完成状態でした。しかし、令和２年の２月ころからCOVID-19が日本でも猛威を振るい、
対面形式の会すべての実施が困難になり、約２年半の休止を経て、令和４年11月に活動を再
開することに至りました。しかし、ブランクの間には各医療施設で担当者の転勤などもあり、
その当時の担当者が在籍しているのかも全く不明でした。まずは、担当者を把握して互助ネッ
トの再構築も図る必要がありました。
　北児島地域包括ケアネットは、住民参加型のシンポジウムの開催と医療従事者向けの拡大
運営委員会の２つの軸で講演会を開催しています。再開最初は、令和４年11月に、まずは第
13回北児島ケアネットシンポジウムを松山正春県医師会長と岡山大学高度救急救命センター
の中尾教授にお越しいただいて、「ACP（人生会議）～コロナ禍におけるACP」と題して、
会を開催いたしました。そして、その翌年の１月12日に拡大運営委員会にて、「災害医療の
現場　地域で協力できること」を開催し、“北児島互助ネット”の再構築に向けての取り組
みを開始しました。互助ネットの会員の把握、連絡方法、様々な介護施設との連携等を検討
して、MCSを使用した連絡方法を構築しました。また、様々な会議にはMCSを活用するよ
うになり、会議を極力減らすようにいたしました。MCSをコアメンバーで活用して、様々な
連絡や議事についてはMCS上で行うことを基本としました。この辺りはCOVID-19流行以降
において、業務改善に至ったと考えます。しかし、顔が見える会の重要性も十分に理解して、
医療職の集まる拡大運営委員会は、講師の方々の講演後にグループワークを行い、お互いの
意見や経験を語る機会を設けるようにしています。
　令和６年度の取り組みは、拡大運営委員会では“医療と町内会の連携を図る”という目的で、

“互助を育てる”というテーマでの開催を予定しています。町内会とはどのような組織であり、
医療との連携を図るためには、どうすべきであるかを各立場の方々から講演をいただき、そ
の後に、グループワークを通じて医療と町内会・地域との連携を考える会にしたいと思って
おります。
　今後とも、北児島ケアネットとしましては、医療従事者間での隔たりがないように、また
地域の住民の方々といつでも相談できる体制を構築しつつ、行政との連携、在宅医療との連
携、様々な医療相談、地域の皆様と交流しつつ意見を出し合って運営を進めたいと考えてい
ます。
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